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まえがき 

 
平成 27年 6 月にとりまとめられた「日本再興戦略」改訂 2015においても、生産性を高め

る鍵として設備、技術に並んで人材への投資が指摘されており、あらゆる産業で人材育成や

能力開発の必要性が高まっている。アベノミクス第二ステージは、技術や人材を含めた「未

来投資による生産性革命の実現」と、地域に活気溢れる職場と魅力的な投資先を取り戻し、

日本全国隅々まで、人材や資金、それを支える技術や情報が自由・活発に行き交う活力ある

日本経済を取り戻す「ローカル・アベノミクスの推進」の二つを、車の両輪として推進する

ことで日本を成長軌道に乗せることをうたう。

こうしたなか、中小・小規模企業では、時間や予算など資源的な制約や人材育成ノウハウ

の不足などを背景として、人材育成・能力開発が不十分なものになりがちである。そのため、

中小・小規模企業の現状や今後の活動の方向性に即した政策的支援の必要性がますます高ま

っていると言える。

このたび当機構では、厚生労働省からの要請もあり、小規模も含む中小企業における人材

育成・能力開発の実態を把握し、今後の職業能力開発施策にかかる政策立案に活用するため、

企業アンケート調査を実施した。本報告書は、同調査の結果をとりまとめたものである。

 調査にご回答いただいた企業にこの場をお借りしてあらためて感謝申し上げたい。本報告

書が関係各位の方々に少しでも役に立つものになれば幸いである。

2017 年 8 月

 
独立行政法人労働政策研究・研修機構 

理 事 長  菅 野  和 夫 
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